
令和4年１⽉20⽇（⽊)
10:10   ~

市庁舎10階 本部会議室

横浜市新型コロナウイルス対策本部
対策本部会議
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１ 市内の状況
(1) 感染発⽣等の状況

＜感染症対策チーム＞ ＜病床・医療提供体制確保チーム＞ 【資料１】
(2) ワクチン接種の状況 ＜ワクチン接種特別チーム＞【資料２】

２ 本市の対応
(1) 市⺠利⽤施設等の対応 ＜市⺠利⽤施設・市主催イベント調整部会＞【資料３】
(2) 保育所等の対応 ＜こども⻘少年局＞【資料４】
(3) 学校の対応 ＜教育委員会事務局＞【資料５】

３ 本部⻑指⽰・市⻑メッセージ

次 第
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感染の状況 ①（令和４年１⽉19⽇時点 速報値）

※新規陽性患者数は、本市公表分（本市に届出があったもの）。
病床使⽤数は、市内のコロナ患者受け⼊れ医療機関からの報告。

(1)  感染発⽣等の状況
１ 市内の状況 【資料１】

＜感染症対策チーム＞
＜病床・医療提供体制確保チーム＞

累積陽性患者数 74,435⼈ うち直近１週間 3,762⼈
直近１週間の陽性患者数は増加

3
129

708

0

100

200

300

400

500

600

700

800
重症病床使⽤数（床）
中等症等病床使⽤数（床）
新規感染者数（⼈）

3



対象者 対象者数 横浜市の方針

高齢者(65歳以上) 約86万人
１月31日 接種開始
２月21日までに対象者(2回目接種から6ヶ月経過; 約83万人）
全員に接種券配布・接種。

一般(64歳以下) 約190万人
２月下旬 接種開始
３月14日までに対象者(2回目接種から6ヶ月経過; 約85万人)
全員に接種券配布・接種。以降は6ヶ月経過時に接種可能。

高齢者施設入所者等
約8.5万人

(約1,000施設)
12月10日 接種開始
2月中の接種完了を目途

ワクチン３回⽬接種計画（R4.1.20版）

さらなる
前倒し
計画

【資料２】
＜ワクチン接種特別チーム＞

１ 市内の状況

(2)  ワクチン接種の状況
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※２回⽬接種を受けた⽇付は、１・２回⽬接種券と同じ⽤紙の
「予防接種済証（臨時）」で確認できます。

※令和４年１⽉20⽇時点の計画です。国の動向等により変更す
る場合があります。

※発送からお⼿元に届くまで数⽇かかります。

【資料２】
＜ワクチン接種特別チーム＞

１ 市内の状況

(2)  ワクチン接種の状況
３回⽬個別通知（接種券）の発送⽬安

⾼齢者(65歳以上)
2回⽬接種⽇

令和3年
接種券発送時期
(⽬安)令和4年

対象者数

 6/7  〜6/13 1/28・31 約3.2万
 6/14〜6/20
 6/21〜6/27
 6/28〜7/2
 7/3  〜7/6
 7/7  〜7/13
 7/14〜7/16
 7/17〜7/20
 7/21〜7/27
 7/28〜8/3
 8/4  〜8/10
 8/11〜8/17
 8/18〜8/24
 8/25〜9/1 ２⽉下旬 約0.7万
 9/2  〜9/8 ３⽉上旬 約0.4万
 9/9  〜9/15 ３⽉中旬 約0.3万
 9/16〜9/22
 9/23〜9/29

３⽉下旬 約0.6万

2/14〜 約28.1万

2/21〜

2/4〜 約19.6万

約30.2万

⼀般(64歳以下)
2回⽬接種⽇

令和3年
接種券発送時期
(⽬安)令和4年

対象者数

 7/14〜7/20
 7/21〜7/27
 7/28〜8/3
 8/4  〜8/10
 8/11〜8/17
 8/18〜8/24
 8/25〜9/1
 9/2  〜9/8
 9/9  〜9/15
 9/16〜9/22
 9/23〜9/29

２⽉下旬 約37.2万

３⽉上旬

３⽉中旬 約34.3万

３⽉下旬 約25.6万

約25.3万
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(1) 市⺠利⽤施設等の対応 【資料３】
＜市⺠利⽤施設・市主催イベント調整部会＞

市⺠利⽤施設 まん延防⽌等重点措置期間の対応

基本的な考え⽅ 業種別ガイドラインの遵守など基本的な感染防⽌対策を徹底した上で運営

キャンセル料 利⽤者の⾃発的な感染拡⼤防⽌の判断を⽀援するため、措置期間中の利⽤予約分について取消の申し出があった
場合には、キャンセル料を徴収せず、事前に納付されていた使⽤料等を全額返⾦

（１）市⺠利⽤施設

（２）市主催の会議・イベント等
市主催の会議・イベント等 まん延防⽌等重点措置期間の対応

開催制限 感染防⽌対策を徹底した上で、原則として縮⼩または中⽌（延期）を検討

２ 本市の対応
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(2) 保育所等の対応
【資料４】

＜こども⻘少年局＞

① 厚⽣労働省・神奈川県の⽅針
・保育所等については、引き続き、感染防⽌対策を徹底しつつ、原則開所

② 令和３年４⽉以降の感染発⽣等の状況（令和４年１⽉19⽇現在）
４⽉ ５⽉ ６⽉ ７⽉ ８⽉ ９⽉ 10⽉ 11⽉ 12⽉ １⽉

感染者数 園児 15⼈ 36⼈ 27⼈ 76⼈ 398⼈ 102⼈ 18⼈ 3⼈ 4⼈ 167⼈
職員 32⼈ 54⼈ 25⼈ 96⼈ 303⼈ 27⼈ 2⼈ 1⼈ 4⼈ 111⼈

休園数（※） 30園 34園 25園 53園 259園 46園 17園 3園 6園 115園

・感染者が急増しているとともに、休園数も急増している
・８⽉の第５波と同様に、園児の感染者が増えている

※休園数・・・園児・職員の感染確認により、１⽇以上休園した園数

③ 直近の週別休園数（令和４年１⽉19⽇現在）

２ 本市の対応

12/20〜 12/27〜 1/3〜 1/10〜 1/17〜19

感染者数 園児 1⼈ 2⼈ 3⼈ 72⼈ 74⼈

職員 1⼈ 2⼈ 5⼈ 49⼈ 49⼈

休園数 2園 2園 3園 41園 71園
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(2) 保育所等の対応
【資料４】

＜こども⻘少年局＞

④ 横浜市の対応

令和４年１⽉20⽇まで １⽉21⽇〜２⽉13⽇
（まん延防⽌等重点措置期間終了まで）

・感染防⽌対策を徹底しつつ、原則開所
・家庭での保育が可能な場合には、利⽤を
控えるよう協⼒依頼

引き続き実施

・登園しなかった⽇数分の利⽤料の返還

【参考】
●令和３年８⽉〜９⽉の利⽤料返還実施期間における登園率

８⽉20⽇から８⽉31⽇までの登園率 約57% 、９⽉１⽇から９⽉30⽇までの登園率 約66%
●利⽤料返還の対象施設・事業

認可保育所、幼保連携型認定こども園（保育利⽤）、地域型保育事業、横浜保育室（０〜２歳児クラス）、年度限定保育事業、
幼稚園・認定こども園における市型預かり保育事業（満３歳児）、幼稚園における２歳児受⼊れ推進事業

⑤ 休園となった保育所等への新たな⽀援
エッセンシャルワーカーである保育⼠等が濃厚接触者となり、業務に従事出来なくなった際に、⾃宅待機期間の短縮（10⽇→7⽇）を図

ることが出来るように、抗原検査キットを本市で新たに購⼊します。
検査キットを活⽤することにより、休園した保育所等が少しでも早く運営再開出来るように⽀援を⾏います。

２ 本市の対応
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(3) 学校の対応 【資料５】
＜教育委員会事務局＞

＜全校＞
・基本的な感染症対策を徹底して学校教育活動を

継続
・感染リスクの⾼い活動の⼀時停⽌

(室内で近距離で⾏う合唱等)
・宿泊を伴う修学旅⾏等や県外を⽬的地とした

校外⾏事の延期、中⽌または内容変更
・部活動の活動⽇数の制限、公式⼤会を除く他校

との試合等の⾃粛

＜その他＞
・⾼等学校は、始業時刻を30分程度遅らせる等の

時差通学及びそれに伴う短縮授業を実施
・特別⽀援学校は、時差通学や短縮授業等、各校

の実情を踏まえて対応
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２ 本市の対応
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１⽉９⽇〜１⽉31⽇ １⽉９⽇〜１⽉31⽇
・広島、⼭⼝、沖縄 ・広島、⼭⼝、沖縄

１⽉21⽇〜２⽉13⽇
【新規】
・東京、神奈川、埼⽟、千葉、群⾺、新潟

岐⾩、愛知、三重、⾹川、⻑崎、熊本、
宮崎

【まん延防⽌等重点措置の措置区域・期間（２⽉13⽇まで）】

【参考】国の⽅針
【参考】

＜本部運営調整チーム＞

感染状況や医療提供体制・公衆衛⽣体制に対する負荷の状況について、分析・評価を
⾏い、感染の再拡⼤を防⽌する必要性が⾼い等から、まん延防⽌等重点措置区域に⼀都
⼗⼆県を追加すること、あわせて、オミクロン株による感染が急速に拡⼤している状況
等を踏まえ、ワクチン・検査パッケージ制度については、当⾯適⽤しないことを決定
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(１) まん延防⽌等重点措置を実施する期間
令和４年１⽉21⽇(⾦)から２⽉13⽇(⽇)まで

(２) 措置の区域
県内全市町村

(３) 措置の概要

【参考】県の⽅針
【参考】

＜本部運営調整チーム＞

主な内容

県⺠の外出⾃粛等
・混雑した場所や感染リスクの⾼い場所への外出・移動の⾃粛
・不要不急の都道府県間の移動の⾃粛
・営業時間の変更を要請した時間以降、飲⾷店にみだりに出⼊りしない

飲⾷店等への要請
・時短要請等 認証店 ：①5時から21時まで・酒類提供20時まで か、

②5時から20時まで・酒類提供なし の選択制
認証店以外： 5時から20時まで・酒類提供なし

・１テーブル４⼈以内（全員検査実施の場合は⼈数制限なし）

⼤規模集客施設への要請 ・⼊場者の整理・誘導、⼈数管理・⼈数制限
・⼊場者に対するマスク着⽤の周知

イベントの開催制限

・感染防⽌安全計画を、策定する：⼈数上限 20,000⼈（全員検査実施の場合は収容定員まで可）
策定しない：①か②の⼩さいほうを上限 ※チェックリストの公表が必要

①⼈数上限：5,000⼈
②収容率：歓声等 無し100％ 有り50％

・業種別ガイドラインの遵守、⼊場者の感染防⽌のための基本的な感染防⽌対策 11



(３) 措置の概要
【参考】県の⽅針

【参考】
＜本部運営調整チーム＞

主な内容

事業者全般に対して

・業種別ガイドラインの遵守
・職場における感染防⽌対策のための取組
・在宅勤務等の推進
・感染リスクが⾼まる「5つの場⾯」を避ける⾏動

・感染対策をとりつつ、感染者等が多く発⽣した場合でも、ライフライン等を維持する
業務の継続
〇「神奈川県における社会機能維持者の事業者」

次⾴のとおり
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【参考】県の⽅針 【参考】
＜本部運営調整チーム＞

1/19神奈川県対策本部会議資料
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【参考】県の⽅針 【参考】
＜本部運営調整チーム＞

1/19神奈川県対策本部会議資料
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本部⻑指⽰
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以 上
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